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研究要旨 

［目的］救急隊員が地域包括ケアシステム（以下、地域包括ケア）をどのように理解しているかを詳細に検

討することを目的に本研究を行った。 

［方法と対象］昨年度実施した地域包括ケアに関する全国救急隊員への web のアンケート（以下、アンケー

ト）の結果のうち自由記載部分を N-gram を使用して単語別に抽出し、①救急活動②病院③情報連絡④地域包

括ケアシステムの４つの関連する単語に分類し検討した。 

［結果］アンケートは 46都道府県 319 名から回答を得た。自由記載の単語数は 3,547 で、①救急活動関係は

1,556（43.9％）②病院関係は 1,124（31.7％）③情報連絡関係は 349（9.8％）④地域包括ケアシステム関係

は 518（14.6％）であった。 

［考察］アンケートに記載された単語の分析から、地域包括ケアについて救急隊員の理解は低く、地域包括

ケアに係る在宅医療等の医療職、介護職とのコミュニケーションが不足している状況が示唆された。 

このため、地域の病院前救急医療システムを担う地域メディカルコントロール体制が積極的に関与し、救

急隊や在宅医療関係者・介護職への相互理解と連携を推進することで、地域包括ケアのさらなる充実が図ら

れるものと考えられる。 

 

 
Ａ．研究目的 
昨年から行っている、救急隊員が地域包括ケアシ

ステム（以下、地域包括ケア）をどのように理解し
ているかについてを詳細に検討することを目的に
本研究を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
昨年度実施した地域包括ケアに関する全国救急

隊員へのwebのアンケート（以下、アンケート）の
結果のうち、自由記載部分をN-gramを使用して単語
別に抽出し、①救急活動②病院③情報連絡④地域包
括ケアシステムの４つの単語に関連するものを分
類し検討した。 
＊N-gramとは、N文字インデックス法、Nグラム法と
もいわれる検索文字の抽出方法の一つで、検索対象
を単語単位（例えば救急活動）でなく文字単位（救
急、活動・・）に分解し、検索対象の出現頻度を求
める方法である。 
 
Ｃ．研究結果 
アンケートは46都道府県319名から回答を得た。 
自由記載の総単語数は3,547であった。 

 
①救急活動関係は1,556（43.9％）であり、そのう

ち救急、救急車、救急隊員が546（35.1％）、次に
搬送先・搬送先病院、搬送手段、病院選定が347（2
2.3％）であった。 
②病院関係は1,124（31.7％）であり、そのうち病
院・医療機関、病院搬送、二次病院、搬送先病院
が316（28.1％）であった。医師会、医師、往診医、
開業医、かかりつけ医、主治医、担当医が247（21.
9％）であり、介護士、介護、施設、介護施設、在
宅医療、在宅が243（21.6％）であった。 
③情報連絡関係は349（9.8％）であり、そのうち
情報、情報共有、情報提供が125（35.8％）、連絡
73（20.9％）、連携が48件（13.8％）であった。 
④地域包括ケアシステム関係は、518（14.6％）で
あり、そのうち地域包括ケア、地域が170（32.8％）、
家族が134（25.9％）であった。 
※別添アンケートからの抽出結果参照 
 
Ｄ．考察 
アンケートに記載された単語の分析から、救急活

動関係で救急車や救急隊員、病院や搬送手段、病院
選定等が頻出していることは、高齢者救急に関する
救急隊の現場での課題が反映されていると考えら
れる。 
実際の文章には、消防救急の業務でない、病院選
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定に時間がかかる、医師や看護師、介護士の丸投げ
による搬送業務だ、等の意見もあった。 
病院関係では、医師について、往診医、開業医、

担当医等さまざまな単語があった。また、在宅医療、
介護や介護施設やデイサービス等、高齢者医療、介
護にまつわるさまざまな単語があった。これは地域
包括ケアシステムに関する理解が低いことが示唆
された。 
救急救命士卒前教育で使用されている救急救命

士標準テキスト1)は、上下巻1,125頁であり、このな
かで、地域包括ケアに関する記載は、1頁（0.1％）、
介護に関する記載は、8頁（0.7％）である。そして、
介護に関する記載のほとんどが、処置に関してであ
り、システムや仕組みなどの記載は18行しかない。
これでは、既存の教育のみで救急救命士が地域包括
ケアを理解することは難しい。 
情報連絡関係では、情報共有、情報提供、連絡、

連携等の単語があり、救急現場で、情報、情報の提
供、情報の共有等救急隊と在宅医療・介護者との相
互のコミュニケーションの不足を感じている可能
性も示唆された。 
地域包括ケア関係は、関係語518件のうち家族が1

34件（25.9％）であったことは、家族の関わりが少
なくないことが示唆された。 
このように、高齢者救急現場での救急活動上の課

題は多いが、地域包括ケアについて救急隊員の理解
は低く、地域包括ケアに係る在宅医療等の医療職、
介護職とのコミュニケーションが不足している状
況が示唆された。 
このため、地域の病院前救急医療システムを担う

地域メディカルコントロール体制（以下、地域MC
体制）が積極的に関与し、救急隊や在宅医療関係
者・介護職への相互理解と連携を推進することで、
地域包括ケアのさらなる充実が図られるものと考
えられる。 
 
Ｅ．結論 
救急隊員の地域包括ケアについての理解は充分

ではなく、今後はMC下で、救急隊員と地域包括ケア
関係職との相互理解と連携を進めることで、地域包
括ケアのさらなる充実が図れるものと考えられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
なし 

 2.  学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1.  特許取得 
なし 

 2.  実用新案登録 
なし 

 3.  その他 
なし 
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